
 

 

 

上田市の財務書類（概要版） 
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平成 25年度 上田市の財務書類（普通会計）の概要 

 

上田市では、これまで整備してきた資産や借入金などの負債といったストック情報や行政サービス提供の

ために発生したコスト情報などを総合的に把握し、企業会計的な手法を取り入れた「新地方公会計制度」に

基づく財務書類を総務省方式改定モデルで作成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期首純資産残高 2,161億円 

当期変動高 

【内訳】 

①純経常行政コスト 

②財源調達（市税、補助金など） 

23億円 

 

△485億円 

508億円 

期末純資産残高 2,184億円 

 

1年間の資金の増減を性質別に表しています。 

資金が 1年間で 1億円減少し、期末残高が 32

億円になりました。期末残高 32億円を翌年度

以降の財源として繰り越しています。 

期首資金残高 33億円 

当期収支 

【内訳】 

①経常的収支 

②公共資産整備収支 

③投資・財務的収支 

△1億円 

 

141億円 

△26億円 

△116億円 

期末資金残高 32億円 

 

貸借対照表 

行政コスト計算書 

純資産変動計算書 

資金収支計算書 

貸借対照表の純資産の 1年間の変動額を表しています。 

純資産は、1年間で 23億円増加し、期末残高が 2,184億円になりまし

た。市税などの経常的な一般財源が純経常行政コストを上回っているた

め純資産が増加（将来世代の負担が減少）しました。 

 

1年間の行政サービスにかかったコストと

財源を表しています。 

 25年度のコスト総額は 512億円です。 

使用料や負担金などの受益者負担は 27 億

円です。差引の純経常行政コストは 485億

円となっています。 

 

経常行政コスト  512億円 経常収益 27億円 

①人にかかるコスト（人件費など）       95億円 

②物にかかるコスト（物件費など）      147億円 

③移転支出的なコスト（社会保障給付など）  260億円 

④その他のコスト （支払利息など）      10億円 

①使用料など       16億円 

②負担金など       11億円 

純経常行政コスト    485億円 

（市税などの一般財源） 

 

基金等が増加したことから資産が増加しました。また、地方債残高が増加したことから将来世代の負担である負債も増加しました。 

経常的な収入（財源調達（市税、補助金など））がコストを上回っているため収入の範囲内で行政サービスを提供できていることがわかります。 

 

○ これまでに形成された資産    2,992億円（前年比 39億円増） 

○ 将来世代が負担する債務      808億円（前年比 16億円増） 

○ 過去及び現世代の負担済み額   2,184億円（前年比 23億円増） 

○ 行政サービスにかかったコスト     512億円 

○ 次年度への繰越金                  32億円 

普通会計のポイント ～ 健全財政を維持 ～ 

保有している資産と債務を対照表示した一覧表です。 

 上田市では 2,992億円の資産を形成してきました。そのうち、純資産である 2,184億円は

過去及び現世代の負担で既に支払いが済んでおり、負債である 808億円は将来の世代が負担

していくことになります。                    平成26年3月31日現在 

資産  2,992億円 

【これまでに形成された資産】 

負債  808億円 

【将来世代の負担】 

①公共資産（学校、道路、公園など）   2,702億円 

②投資等（基金、出資金など）    174億円 

③流動資産（現金など）           116億円 

（うち歳計現金）               （32億円） 

①地方債               677億円 

②退職手当・賞与引当金      131億円 

 

純資産  2,184億円 

【過去及び現世代の負担】 

 



上田地域広域連合 

長野県後期高齢者医療広域連合 

長野県地方税滞納整理機構 

上田市長和町中学校組合 

依田窪医療福祉事務組合（2会計）  

上田市東御市真田共有財産組合 

青木村及び上田市共有財産組合 

上田市土地開発公社 

一般財団法人上田市地域振興事業団 

丸子温泉開発（株） 

国民健康保険事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

駐車場事業特別会計 

市街地再開発事業特別会計 

真田有線放送電話事業会計 

産婦人科病院事業会計 

水道事業会計 

公共下水道事業会計 

農業集落排水事業会計 

一般会計 

土地取得事業特別会計 

同和地区住宅新築資金等貸付事業特別会計 

社会福祉授産事業特別会計 

武石診療所事業特別会計 

平成 25年度 上田市の財務書類（連結）の概要 

上田市では、普通会計のほか、企業会計や広域連合、土地開発公社などと連携協力して行政サービス
を実施しています。そこで、これらの会計・団体を一つの行政サービス実施主体と捉えた連結財務書類
を作成しました。 
 
連結範囲 

 

上田市が保有している資産と債務を対照表示した一覧表です。 

 上田市では 5,059億円の資産を形成してきました。そのうち、純資産である 3,394億円は、

過去及び現世代の負担で既に支払いが済んでおり、負債である 1,665億円は将来の世代が負担

していくことになります。                                           平成26年3月31日現在 

資産  5,059億円 

【これまでに形成された資産】 

負債  1,665億円 

【将来世代の負担】 

①公共資産（学校、道路、公園など）  4,602億円 

②投資等（基金、出資金など）   203億円 

③流動資産（現金など）      254億円 

（うち資金）               （242億円） 

①地方債          1,337億円 

②引当金（退職手当引当金など）150億円 

③その他（未払金など）     177億円 

純資産  3,394億円 

【過去及び現世代の負担】 

 

期首純資産残高 3,365億円 

当期変動高 

【内訳】 

①純経常行政コスト 

②財源調達（市税、補助金など） 

29億円 

 

△465億円 

494億円 

期末純資産残高 3,394億円 

 

1年間の資金の増減を性質別に表しています。 

資金は、1 年間で 3 億円増加し、期末残高が

242億円になりました。期末残高 242億円を翌

年度以降の財源として繰り越しています。 

期首資金残高 239億円 

当期収支 

【内訳】 

①経常的収支 

②公共資産整備収支 

③投資・財務的収支 

3億円 

 

164億円 

△36億円 

△125億円 

期末資金残高 242億円 

 

連結貸借対照表 

連結行政コスト計算書 

連結純資産変動計算書 

連結資金収支計算書 

貸借対照表の純資産の 1年間の変動額を表しています。 

純資産は、1年間で 29億円増加し、期末残高が 3,394億円になりまし

た。市税などの経常的な一般財源が行政コストを上回っているため純資

産が増加（将来世代の負担が減少）しました。 

 

1 年間の行政サービスにかかったコストと

財源を表しています。 

 25年度のコスト総額は 1,028億円です。 

使用料や負担金などの受益者負担は 563 億

円です。差引の純経常行政コストは 465 億

円となっています。 

 

経常行政コスト  1,028億円 経常収益  563億円 

①人にかかるコスト（人件費など）     132億円 

②物にかかるコスト（物件費など）     236億円 

③移転支出的なコスト（社会保障給付など） 619億円 

④その他のコスト （支払利息など）     41億円 

①使用料など       409億円 

②保険料など        76億円 

③事業収益など     78億円 

純経常行政コスト    465億円 

（市税などの一般財源） 

 

連結（5会計＋10会計＋11会計） 

上田市全体（5会計＋10会計） 

普通会計（5会計） 



H25主な財政指標（普通会計）

　　分析の視点 　　指　標

市民一人当たり資産額 1，８９８ 千円

歳入額対資産比率　※1 ４．０ 年 （平均値 ３～７年）

資産老朽化比率　※2 ５０．３ ％ （平均値 ３５～５０％）

行政コスト対税収等比率　※6 ９５．３ ％ （平均値 ９０～１１０％）

受益者負担比率　※7 ５．２ ％ （平均値 ２～８％）

指標の説明

　※3　社会資本形成の世代間負担比率　　 ……

注）　上記指標及び平均的な値の範囲は、「新地方公会計制度の徹底解説」（監査法人トーマツ編著）から抜粋

　※6　行政コスト対税収比率　　………………… 純経常行政コストに対する一般財源等の割合から、当年度に行われた行政サービスについて、どれだけが当年度の負担で賄われたのかを表す。

　※5　行政コスト対公共資産比率　　 …………… 経常行政コストの公共資産に対する割合から、資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけのサービス
を提供しているかを表す。

土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却の割合から、耐用年数に比して取得からどの程度経過しているかを表す。

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の歳入が充当されたかを表す。

　※4　地方債の償還可能年数　　 ……………… 当年度末の地方債残高を、経常的に確保できる資金で返済した場合に、何年で返済できるかを表す。

.

３～９年）

％

％

千円

年

（平均値

（平均値

千円

％

.

（平均値

資産形成を行う余裕はどのくらいあるのか

歳入はどれくらい使用料等で賄われている
か（受益者負担の水準）

市民一人当たり負債額

地方債の償還可能年数　※4

市民一人当たり行政コスト

行政コスト対公共資産比率　※5

過去及び現世代負担比率　※3

将来世代負担比率　※3

８０．８

２５．１

５１２

６．４

財政に持続可能性があるのか
（どれくらい借金があるのか）

行政サービスは効率的に提供されているか
３０７

１９．０

　※7　受益者負担比率　　 ……………………… 経常行政コストに対する受益者負担（経常収益）の割合を表す。

.

１０～３０％）

将来世代に残る資産はどれくらいあるのか

将来世代と過去及び現世代との負担の
分担は適切か

　※2　資産老朽化比率　　 ………………………

　※1　歳入額対資産比率　　 ……………………

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産及び地方債残高の割合から、過去及び現世代と将来世代の割合を表す。

５０～９０％）

１５～４０％）

.

（平均値

  資産形成度 

  持続可能性 

 世代間公平性 

     効率性 

     弾力性 

     自立性 



　自　平成25年4月 1日 　  自　平成25年4月 1日

（単位：千円） 　至　平成26年3月31日 （単位：千円） 　  至　平成26年3月31日 （単位：千円）

51,155,981

１　公共資産 460,195,956 １　固定負債 148,770,656 １　人にかかるコスト 9,483,170 人件費

459,123,613 132,165,166 7,969,533 物件費

148,695 1,544,987 1,000,277 社会保障給付

923,648 0 513,360 補助金等

２　投資等 20,297,091 15,024,972 ２　物にかかるコスト 14,720,346 支払利息

420,707 35,531 7,215,341 他会計等への事務費等

314,911 ２　流動負債 17,755,416 415,577 その他支出

17,830,464 11,960,868 7,089,428 支 出 合 計

3,594,115 3,483,000 ３　移転支出的なコスト 26,004,239 地方税

0 662,560 10,979,479 地方交付税

△ 1,863,106 915,641 5,348,068 国県補助金等

３　流動資産 25,369,914 733,347 8,731,071 使用料・手数料

24,159,094 負債合計 166,526,072 945,621 分担金・負担金・寄附金

1,408,524 ４　その他のコスト 948,226 諸収入

112,928 849,544 地方債発行額

131,724 純資産合計 339,336,889 98,682 基金取崩額

△ 442,356 2,668,333 その他収入

４　繰延勘定 0 １　使用料・手数料 1,546,996 収 入 合 計

資産合計 505,862,961 負 債 ・ 純 資 産 合 計 505,862,961 ２　分担金・負担金・寄附金 1,121,337 経 常 的 収 支 額

48,487,648

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当

　自　平成25年4月 1日 支 出 合 計

（単位：千円） 　至　平成26年3月31日 （単位：千円） 国県補助金等

期首純資産残高 216,094,048 地方債発行額

１　公共資産 270,191,826 １　固定負債 71,863,396 純経常行政コスト △ 48,487,649 基金取崩額

269,324,887 60,225,150 一般財源 39,310,607 その他収入

866,939 0 　　地方税 20,782,685 収 入 合 計

２　投資等 17,406,196 11,638,246 　　地方交付税 15,642,597 公 共 資 産 整 備 収 支 額

1,597,901 0 　　その他 2,885,325

308,810 ２　流動負債 8,898,987 補助金等受入 11,581,474 投資及び出資金

14,593,610 7,469,986 臨時損益 △ 80,057 貸付金

2,260,666 0 資産評価替・無償受入 5,053 基金積立額

△ 1,354,791 915,641 その他 0 定額運用基金への繰出支出

３　流動資産 11,587,837 513,360 期末純資産残高 218,423,476 他会計等への公債費充当

11,327,634 負債合計 80,762,383 地方債償還額

（うち歳計現金） 3,238,634 長期未払金支払支出

398,009 支 出 合 計

△ 137,806 国県補助金等

資産合計 299,185,859 負 債 ・ 純 資 産 合 計 299,185,859 貸付金回収額

基金取崩額

千円 地方債発行額

千円 公共資産等売却収入

千円 その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※ 基礎的財政収支　　△502,666千円

３　投資・財務的収支の部

1,850,309

※2　売却可能資産は固定資産税評価額を基礎にして評価しています。

※1　債務負担行為に関する情報

　①物件の購入等　　　　　　　　　

　②債務保証又は損失補償

　③その他

2,051,771

15,703,000

(4) 長期延滞債権

(2) 貸付金

(3) 基金等 (1) 翌年度償還予定地方債

資産の部 負債の部

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

(5) 回収不能見込額 (3) 翌年度支払予定退職手当

(4) その他

(1) 現金預金

(2) 未払金

(2) 売却可能資産 (2) 長期未払金

(3) 退職手当引当金

(4) その他(1) 投資及び出資金

0

6,666,100

1,762,697

226,785

3,165,198

7,391,485

(5) その他

(3) 長期未払金

(1) 翌年度償還予定地方債

(2) 短期借入金

(5) 回収不能見込額

(3) 未払金(5) その他

(2) 未収金

(4) その他

純資産の部

(2) 未収金
純資産合計 218,423,476

(3) 回収不能見込額

平成25年度上田市の財務書類（概要版）

資産の部 負債の部

連結貸借対照表

9,931,135

(1) 有形固定資産

(2) 無形固定資産

(1) 投資及び出資金

(2) 貸付金

(3) 売却可能資産

純資産の部

(3) 販売用不動産

(3) 基金等

(6) 回収不能見込額

31,121

12,489,745

2,790,384

5,706,966

1,398,635

35,150

2,717,028

54,187,172

14,117,548

２ 公共資産整備収支の部

11,513,003

945,621

8,791,090

1,407,706

595,366

627,401

3,445,034

134,863

経常行政コスト

(1) 人件費

(2) 退職手当引当金繰入

(3) 賞与引当金繰入

566,135

40,069,624

(3) 他会計等への支出

(4) その他

(1) 物件費

(2) 維持補修費

(3) 減価償却費

(1) 社会保障給付

(2) 補助金等

0

１ 経 常 的 収 支 の 部

9,549,227

7,219,777

10,991,226

5,378,921

849,544

5,514,794

20,826,087

15,642,597

純経常行政コスト

(1) 支払利息

(2) 回収不能見込計上額

経常収益

816,708

0

19,212,265

0

0

101,415

普通会計貸借対照表

　　　　　　　　　　　（平成26年3月31日現在）

　　　　　　　　　　　（平成26年3月31日現在）

(1) 資金

(5) その他

(4) 翌年度支払予定退職手当

(1) 地方債

(2) 関係団体長期借入金

(4) 長期延滞債権

(4) 退職手当引当金

3,238,634

△ 2,558,610

3,249,207

普通会計行政コスト計算書

普通会計純資産変動計算書

普通会計資金収支計算書

7,642,754

△ 11,569,511

△ 10,573

6,724,631


